
第三者委員会

世帯数： 人口：

Ｈ２１ ・ Ｈ２２ ・ Ｈ２３ ・ Ｈ２４ ・ Ｈ２５ ・ Ｈ２６

Ｈ２２

②事業に要した費用（千円）

交付した助成額(千円)

※1： 世帯数及び人口は、平成22年国勢調査による

※2： 事業協力年度の評価について

　①不法投棄削減の評価

・平成２２年度協力事業において市町村等が掲げた平成２３年度削減見込みの達成状況についての評価

　②防止事業及び引渡事業の評価

・平成２２年度に行われた協力事業の実施状況とその成果についての評価

　③事業協力対象年度外は、実施した事業内容を調査し記載

※3： 流用がある場合、確定上限額は流用額を含む

Ｈ２３

Ｈ２４ 内容

内容

4,860 600 432

合計

21

撤去等
費用

1,032 5,892

10,172 1,241 11,412432

再商品化
等料金

2,107 7,963 102

600158
<-32>

660

809

防止事業

協力の対象となる地域と当該地域世帯数及び人口：

事業協力年度　：

684,183

引渡事業

1,544,200神戸市全域

不法投棄未然防止事業協力評価報告書
＜平成２５年１２月１６日実施＞

No.40-1 都道府県名：　兵庫県　 覚書を締結した市町村等名：　神戸市

～ 平成23年1月31日平成22年11月1日

職員又は委託業者が回収し、指定引取場所に輸送
する。

小計

引渡事業

液晶式及び
プラズマ式テレビ

冷蔵庫・
冷凍庫

洗濯機・
衣類乾燥機

12 152

合計
防止事業

小計

115

Ｈ２２

実施期間 平成22年2月1日 ～

内容

実施した自主事業

・監視カメラの設置
・不法投棄禁止看板の設置
・パトロールの実施
・家電リサイクル法啓発ポスターの作成と配布
・その他：通報専用回線の設置、民間不法投棄監視員制度、市民や販売店向け説明会・研修会の実施　等

実施した自主事業

・不法投棄禁止看板の設置
・パトロールの実施
・家電リサイクル法啓発ポスターの作成と配布
・その他：通報専用回線の設置、民間不法投棄監視員制度、市民や販売店向け説明会・研修会の実施　等

実施期間

内容

2

平成23年1月31日

・監視カメラの設置
・看板の作成と設置
・のぼりの作成と設置
・パトロールの実施
・家電リサイクル法啓発用ポスターの作成と配布

エアコン
ブラウン管式

テレビ
品　目

引渡事業の実績（台） 2

費　目
（金額：千円未満は四捨五入）

設備費 労務費
その他
経費

①確定上限額（千円）
<流用額>

Ｈ２２

1,955 7,632
<32>

※1 ※1

※2

※3



第三者委員会

Ｈ２１ ・ Ｈ２２ ・ Ｈ２３ ・ Ｈ２４ ・ Ｈ２５ ・ Ｈ２６

Ⅰ．不法投棄量の削減状況
イ．

ロ．

Ⅱ．防止事業・引渡事業の実施状況

Ⅲ．事業協力対象外年度の自主事業の実施状況と成果等

イ．

ロ．

Ⅳ．事業の評価等

②成果等
　平成２３年度不法投棄量は、当初懸念していたような劇的な増加にはならず微増であった。これは、ここ数年の防止事
業の実施により一定の成果が得られたものと考えている。

平成２４年度
①実施状況
　・不法投棄禁止看板の設置（２８０枚）
　・パトロールの実施（６名）
　・家電リサイクル法啓発ポスターの作成と配布（９，０００枚）
　・その他の活動
　　a)不法投棄等通報専用回線の設置：市役所内に「クリーン110番」を設置
　　b)神戸市民間不法投棄監視員制度：市民をボランティアとして委嘱し、通報協力や居住地内のパトロールを実施
　　c)防止広報・啓発：地域住民の会合への出張説明、家電製品販売小売店への研修会・説明会の開催
　　d)他、不法投棄防止キャンペーンの実施、監視・パトロール拠点の設置、郵便局・宅配業者などへの不法投棄
     通報協力要請等

②成果等
 本市における不法投棄に関する通報件数、家電製品の不法投棄量については、市民への啓発の浸透や関係機関の協力に
より減少傾向にある。

平成２０年度以降の推移状況
　平成２１年度から平成２３年度まで横ばいだったが、平成２４年度に減
少した。

平成２２年度事業による平成２３年度見込み達成状況
　平成２２年度事業実施による成果として、平成２０年度の特定廃棄物の
不法投棄発見量１，４２３台に対する平成２３年度の削減率を３０．９％
（年間不法投棄発見量９８４台）と見込んでいたが、同発見量は
１，００１台で、平成２０年度に対して２９．７％減となった。

平成２２年度事業
①防止事業について
　・監視カメラの設置（１９台）
　・看板の作成と設置（計画１０枚、作成５０５枚）
　・のぼりの作成と設置（計画６０枚、作成１４０枚）
　・パトロールの実施（４名、３６６回）
　・家電リサイクル法啓発ポスターの作成と配布（１０，０００枚）

②引渡事業について
　１月に１５２台を引渡した。

　平成２２年度、看板及びのぼりについて計画と実績とに乖離があり、適切に管理されていないと考えられる。
　平成２２年度事業実施の結果として、平成２３年度不法投棄削減見込は未達成であった。

不法投棄未然防止事業協力評価報告書
＜平成２５年１２月１６日実施＞

事業協力年度　：

No.40-2 都道府県名：　兵庫県　 覚書を締結した市町村等名：　神戸市

平成２３年度
①実施状況
　・監視カメラの設置（３１台）
　・不法投棄禁止看板の設置（２４０枚）
　・パトロールの実施（６名）
　・家電リサイクル法啓発ポスターの作成と配布（作成１０，０００枚、配布９，３０９枚）
　・その他の活動
　　a)不法投棄等通報専用回線の設置：市役所内に「クリーン110番」を設置
　　b)神戸市民間不法投棄監視員制度：市民をボランティアとして委嘱し、通報協力や居住地内のパトロールを実施
　　c)防止広報・啓発：地域住民の会合への出張説明、家電製品販売小売店への研修会・説明会の開催
　　d)他、不法投棄防止キャンペーンの実施、監視・パトロール拠点の設置、郵便局・宅配業者などへの不法投棄
     通報協力要請等

見込量：２３年度は応募申請書に記載された１ヶ月の
平均見込み台数に１２を乗じ、小数点以下を四捨五
入。

年間不法投棄量推移（台数）
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